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Abstract. 
This article explores how the "reasonable accommodation" that will be required in childcare for children 
with disabilities in the future ought to be, through a review of the clauses on education in the Convention on 
the Rights of Persons with Disabilities and the development of a legal framework for the "reasonable 
accommodation" in the field of education in Japan. "Reasonable accommodation" in childcare for children with 
disabilities is not support provided while asking, "Is it absolutely necessary?" with a passive stance whereby 
people provide it only because they have been asked to. Rather, it is about discovering the answers to "What 
is necessary?" in order to conduct childcare activities by taking into consideration the individuality of 
disabilities. In other words, it is active support which is created out of the mutual understanding and 
cooperation of the parents and the children with no disabilities and of the caregivers with regard to the 
environment in which the children with disabilities are placed, and can be said to be a support system based 
on coordination and consensus. 
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求める声や動きが生まれてきた。2000 年 3 月に世界
障害者 NGO 会議が北京で開催され，同年 3 月 12 日
に，新世紀における障害者の権利に関する北京宣言が
採択された。このような情勢を背景に中国政府は北京
宣言よりも早い 2000 年 2 月 8 日から 17 日の国連社
会開発委員会第 38 会期において，障害者の権利条約
策定提案を行っていたが，コンセンサスが得られなか





















1 条）」国連の人権条約として，2006 年 12 月 13 日，
第 61 回国連総会において採択された。同条約を日本
















































































































(b) 障害者がその人格，才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで発達させること。  
(c) 障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。  





(c) 個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。  



































































ため，2009 年 12 月 8 日に「障害者制度改革推進本部
の設置について」閣議決定し，内閣に障害者制度改革





議の開催状況は表 2 のとおりである。 
 
 
表2  推進会議開催状況 
回数 年月日 主要議題 
第1回 2010.1.12 推進会議の運営，今後の進め方 
第2回 2010.2.2. 障害者基本法 
第3回 2010.2.15 障害者自立支援法，総合福祉法（仮称） 
第4回 2010.3.1 雇用，差別禁止法，虐待防止法 
第5回 2010.3.19 教育，政治参加，障害の表記 
第6回 2010.3.30 司法手続き，障害児支援，医療 
第7回 2010.4.12 共通・情報へのアクセス，建物の利用，所得保障，障害者施策の予算確保 
第8回 2010.4.19  団体ヒアリング 
第9回 2010.4.26 各省等ヒアリング（法務省・文部科学省，教育関係団体・総務省） 
第10回 2010.5.10 各省等ヒアリング（厚生労働省・総務省，国土共通省），障害の表記 
第11回 2010.5.17 各省等ヒアリング（外務省），今後の取り組み（内閣府） 
第12回 2010.5.24 第一次意見取りまとめに向けた推進会議の問題意識の確認 
第13回 2010.5.31 意見交換，第一次意見の取りまとめ 
第14回 2010.6.7 第一次意見のとりまとめ 
第15回 2010.6.28 第一次意見に関する結果報告，今後検討すべき議題など 
第16回 2010.7.12 有識者ヒアリング（司法へのアクセス，虐待防止，児童の障害者権利条約に基づき日本から
提案された報告の審査），障害のある女性 
第17回 2010.7.26 意見交換など（文部科学省，教育関係団体） 
第18回 2010.8.9 今後の推進会議の進め方 
第19回 2010.9.6 障害者基本法の改正，合同の作業チーム 
第20回 2010.9.27 障害者基本法の改正（ユニバーサルデザイン，障害の予防，スポーツ・文化，住宅に係る関
係省庁からのヒアリング） 
第21回 2010.10.12 障害者基本法の改正（総則，推進体制） 













第30回 2011.2.14 障害者基本法の改正 
第31回 2011.4.18 障害者基本法の改正 
第32回 2011.5.23 災害と障害者 
第33回 2011.6.27 合同作業チームの報告 
第34回 2011.8.8 障害者基本法の改正についての報告，第16回障害者制度改革推進会議総合福祉部会（7月26
日開催）に提案された障害者総合福祉法（仮称）骨格堤言素案 
第35回 2011.9.26 障害者総合福祉法（仮称）骨格に関する総合福祉部会の堤言 
第36回 2011.10.24 現行の障害者基本計画 
第37回 2012.1.23 災害と障害者 




推進会議は 2010 年 1 月 12 日から 2012 年 3 月 12
日まで 38 回開催され，条約の批准に向けた検討及び
障害者基本法の改正に向けた検討が行われた。推進会
議は，2010 年 6 月 7 日に 2010 年 1 月から審議を開始
し計 14 回にわたる審議の内容を「第一次意見」とし












表3  障害者基本法改正前後の教育条項と差別の禁止条項 
改正前 改正後        







































































常会への法案提出を目指して，2010 年 11 月から差
別禁止部会を開催した。表 4 のように，差別禁止部

























表4  差別禁止部会開催状況 
回数 年月日 主要議題 
第1回 2010.11.22 差別禁止部会の運営，今後の進め方 
第2回 2011.1.31 差別禁止に関する諸外国の法制：EU・イギリス・フランスの障害者差別禁止法制 
第3回 2011.4.8 差別禁止に関する諸外国の法制：アメリカ・ドイツの障害者差別禁止法制 
第4回 2011.5.13 差別禁止に関する諸外国の法制：イギリス・韓国の障害者差別禁止法制 
第5回 2011.6.10 差別禁止に関する諸外国の法制（ヒアリング），差別禁止法制の必要性等の論点 
第6回 2011.7.8 直接差別・間接差別，間接差別（ヒアリング） 
第7回 2011.8.12 差別の類型論をめぐる論点（その2），障害者差別が裁判で争われた事例 
第8回 2011.9.12  差別の類型論をめぐる論点（その3），欠格事由に関するヒアリング，条例に基づく救済に関する 
ヒアリング 
第9回 2011.10.14 差別の類型論をめぐる論点（その4），雇用及び就労における差別 
第10回 2011.11.11 司法手続き及び選挙等の分野における差別禁止 
第11回 2011.12.9 公共的施設及び共通施設の利用における差別禁止 
第12回 2012.1.27 省庁ヒアリング（「合理的配慮」）：厚生労働省・文部科学省，情報分野における差別禁止 
第13回 2012.2.10 情報の分野における差別禁止（その2），教育の分野における差別禁止 
第14回 2012.2.24 日常生活（商品，役務，不動産）における差別禁止法 
第15回 2012.3.9 医療の分野における差別禁止法，中間の論点整理 
第16回 2012.3.16 中間の論点整理（その2） 
第17回 2012.4.27 ハラスメント，欠格事由等の障害者差別禁止法に関わる課題 
第18回 2012.5.11 障害女性にかかわる差別についてのヒアリング及び検討 
第19回 2012.5.25 救済のための仕組みについてのヒアリング及び検討 
第20回 2012.6.29 部会堤言のとりまとめの方向性 
















わたる議論も踏まえて，2012 年 7 月から 9 月まで 4




















































































表5  特別委員会開催状況 
回数 年月日 主要議題 
第1回 2010.7.20 委員長の選任等，特別委員会における検討事項 








第5回 2010.10.25 自由討議 
第6回 2010.11.5 論点整理 
第7回 2010.11.19 論点整理 
第8回 2010.12.3  特別支援教育の在り方に関する特別委員会における論点整理（案） 
第9回 2011.3.10 委員長の選任等，特別支援教育の在り方に関する特別委員会論点整理に関する意見募集の結果，
特別支援教育の在り方に関する特別委員会の当面の進め方など 
第10回 2011.5.27 今後の進め方，諸外国における特別支援教育の状況 







第15回 2012.2.13 合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ報告 
第16回 2012.3.28 自由討議 
第17回 2012.4.27 特別委員会報告 
表はhttp://www8.cao.go.jp/shougai/kaikaku/kaikaku.html（アクセス2017年8月10日）を基に作成。 
 
















7 月 8 日から 2012 年 1 月 13 日までの 8 回会議を開
催し，2012 年 2 月 13 日に「WG 報告：学校におけ
る合理的配慮の観点」を公表する。 
特別委員会は「論点整理」と「WG 報告」を受け









































障害者差別解消法は 2013 年 6 月に制定され，
2016 年 4 月より施行されている。同法は，26 条と附


























ては義務づけているが（第 7 条 2 項），一方で事業者




























































































































1） 障害者権利条約の reasonable accommodation を
フランスでは Aménagement raisonnable，スペイン













6 号，2010 年，74-75 頁。 
4）玉村公二彦・中村尚子編『障害者権利条約と教育』
全障研出版部，2008 年，32-33 頁。 
5）清水貞夫「特別支援教育制度からインクルーシブ教





























第 34 巻 1 号，全国障害者問題研究会，2006 年 
13）渡部昭男編『日本型インクルーシブ教育システム
への道：中教審報告のインパクト』三学出版，2012 年 
 
